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                                                             2026年 8月 26日 

投資家の皆様へ 

スカイオーシャン・アセットマネジメント株式会社 

 

「みらいコネクトファンド」 

投資信託約款の変更に関する書面決議実施のお知らせ 

 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、弊社では、掲題ファンド（以下、「当ファンド」といいます。）につきまして、下記のとおり投資信託約款

（以下、「約款」といいます。）の変更に関する書面決議を実施させていただきます。この約款の変更は、「投資信

託及び投資法人に関する法律」および約款の規定にもとづき、書面決議を行ったうえで決定いたします。 

当ファンドへの投資をご検討いただく際には十分ご留意くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

敬具 

記 

 

１． 対象ファンドの名称      「みらいコネクトファンド」 

２． 約款変更の内容および理由 

当ファンドの委託者である弊社は2027年3月末を目途に業務を終了することを予定しているため、委託

者を「スカイオーシャン・アセットマネジメント株式会社」から「三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会

社」に変更し運用を継続することが受益者の皆様の利益に資すると判断し、この度、約款変更（以下、「本議

案」という場合があります。）に関する書面決議を実施させていただくこととなりました。 

変更後に委託者となる予定の三井住友トラスト・アセットマネジメントの概要は以下の通りです。 

 

 

 

 

これに伴い、当ファンドの委託者が行なう公告の方法も変更いたします。 

※詳細は、後記「投資信託約款の変更に係る新旧対照表(案)」をご参照ください。 

３．  約款変更日および変更適用日（書面決議で可決された場合） 

2026年 10月 10日付で実施し、2027年 1月 18日より適用する予定です。 

４． 書面決議について 

2026年 10月 8日に、書面決議によって約款変更に関する可否を決定します。 

書面決議においては、対象受益者の確定日（2026年8月27日）時点の受益者の議決権の3分の2以上の

三井住友トラスト・アセットマネジメントは、日本で屈指の機関投資家である三井住友ト

ラストグループの資産運用ビジネスの中核をなす運用会社です。2018年 10月１日に三井

住友信託銀行の資産運用事業を統合し、運用資産残高が約 111 兆円規模の日本およびア

ジアで最大級の運用会社となりました。 

所在地：東京都港区芝公園一丁目１番 1号 

資本金：20億円、役職員数：714名 

※2026年 3月末現在 
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賛成で可決され、約款変更を実施します。なお、この条件を満たさなかった場合は否決となり、約款変更は

中止となります。 

なお、書面決議において約款変更が否決された場合には、弊社の業務終了日が確定した段階で、投資信託

及び投資法人に関する法律および約款の規定に従い当ファンドは償還に向けた手続きを進めることとなり

ますので、あらかじめご了承下さいますようお願い申し上げます。 

内容 日付 

対象受益者の確定日 2026年 8月 27日 

議決権行使期限 2026年 10月６日 

書面決議日（約款変更可否決定日） 2026年 10月 8日 

約款変更日【予定】 2026年 10月 10日 

約款変更適用日【予定】 2027年 1月 18日 

 

以上 
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「投資信託約款の変更に係る新旧対照表(案)」 

 

変更日：2026年 10月 10日  変更適用日：2027年 1月 18日 

新 旧 

（信託の種類、委託者及び受託者） 

第 1 条 この信託は、証券投資信託であり、三井住友トラスト・アセ

ットマネジメント株式会社を委託者とし、三井住友信託銀行株式会

社を受託者とします。 

②（省 略） 

 

（公告） 

第48条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲

載します。 

 

②（削除） 

（信託の種類、委託者及び受託者） 

第 1 条 この信託は、証券投資信託であり、スカイオーシャン・アセ

ットマネジメント株式会社を委託者とし、三井住友信託銀行株式会

社を受託者とします。 

②（同 左） 

 

（公告） 

第48条 委託者が受益者に対してする公告は、電子公告の方法に

より行ない、次のアドレスに掲載します。 

https://www.soam.co.jp/ 

②前項の電子公告による公告をすることができない事故その他や

むを得ない事由が生じた場合の公告は、日本経済新聞に掲載しま

す。 

 

 


